
●予備認定Ｑ＆Ａ（事業施行者向け） 

 

Ｑ１．制度の概要を教えてください。 

改正法に基づく管理計画認定制度とは別に、分譲時点から適切な管理を

確保しうる管理規約の原案や長期修繕計画の案を定めておくことも重要

であるため、国は「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的

な方針（令和３年国土交通省告示第 1286 号）」の中で、「新築分譲マンシ

ョンを対象とした管理計画を予備的に認定する仕組みについても、マンシ

ョン管理適正化推進センターと連携しながら、必要な施策を講じていく必

要がある」と定めています。 

これを受けて、当センターにおいて、新築マンションを対象とした認定

の仕組み（予備認定）を導入いたします。 

 

Ｑ２．適合確認とは何ですか。 

適合確認とは、管理計画認定制度の認定基準に準じた予備認定基準に

ついて、当該マンションが適合しているか否かを原始規約や長期修繕計

画案などから確認する審査です。適合確認は、当センターが行います。 

 

Ｑ３．自社のマンション管理士に適合確認を行わせることはできますか。 

    適合確認は、当センターにおいて行いますので、自社のマンション管理

士が行うことはできません。 

 

Ｑ４．認定基準を教えてください。 

    以下のとおりです。 

 管理計画認定制度の認定基準 
※ 予備認
定の認定基

準 
（１） 管理組合の運営  

① 管理者等が定められていること － 
② 監事が選任されていること － 
③ 集会が年１回以上開催されていること － 

（２） 管理規約  
① 管理規約が作成されていること ○ 
② マンションの適切な管理のため、管理規約において災害等の

緊急時や管理上必要なときの専有部の立ち入り、修繕等の履
歴情報の管理等について定められていること 

○ 

③ マンションの管理状況に係る情報取得の円滑化のため、管理
規約において、管理組合の財務・管理に関する情報の書面の
交付（又は電磁的方法による提供）について定められている
こと 

○ 

（３） 管理組合の経理  



 管理計画認定制度の認定基準 
※ 予備認
定の認定基

準 
① 管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理が行わ

れていること 
○ 

② 修繕積立金会計から他の会計への充当がされていないこと ○ 
③ 直前の事業年度の終了の日時点における修繕積立金の３ヶ月

以上の滞納額が全体の１割以内であること 
－ 

（４） 長期修繕計画の作成及び見直し等  
① 

長期修繕計画が「長期修繕計画標準様式」に準拠し作成さ
れ、長期修繕計画の内容及びこれに基づき算定された修繕積
立金額について集会にて決議されていること 

△ 
※ 前段
の「様
式」準拠
のみ該当 

② 長期修繕計画の作成又は見直しが７年以内に行われているこ
と 

－ 

③ 長期修繕計画の実効性を確保するため、計画期間が 30 年以
上で、かつ、残存期間内に大規模修繕工事が２回以上含まれ
るように設定されていること 

○ 

④ 長期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定していないこ
と 

○ 

⑤ 長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定
された修繕積立金の平均額が著しく低額でないこと 

○ 

⑥ 長期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高
のない長期修繕計画となっていること 

○ 

（５） その他  
① 
 

管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連
絡に加え、災害等の緊急時に迅速な対応を行うため、組合員
名簿、居住者名簿を備えているとともに、１年に１回以上は
内容の確認を行っていること 

－ 

② 
※ 

都道府県等マンション管理適正化指針に照らして適切なもの
であること 

－ 

※ 地方公共団体が独自基準を設けている場合、当該独自基準はマンション管理

士による事前確認の対象外となります。 

 

Ｑ５．誰が申請できるのですか。 

分譲事業者等の事業施行者と予定管理会社の連名により申請（注）して

いただくことになります。 

（注）申請主体は次の区分によります。 

・一般事業 ：事業の施行者であるマンション分譲会社（予定管理会社と連名に

より申請） 

・再開発事業：事業の施行者である再開発組合等（委託により、マンション分譲

会社が予定管理会社と連名により申請する場合を含む。） 

・建替え事業：事業の施行者である建替え組合（委託により、マンション分譲会

社が予定管理会社と連名により申請する場合を含む。） 

 



Ｑ６．認定申請するにはどうしたらよいのですか。 

分譲事業者等の事業施行者と予定管理会社との連名で当センターへ予

備認定申請を行います。利用料金を支払後、申請情報、添付書類を電子フ

ァイルにて提出していただきます。 

 

Ｑ７．誰が認定するのですか。 

（公財）マンション管理センターが行う認定になります。 

 

Ｑ８．認定されるとどんなメリットがあるのですか。 

センターの予備認定通知書の発行を受けた分譲事業者等は、当該マンシ

ョンの分譲時に購入者が利用する「フラット 35」（住宅金融支援機構が

民間金融機関と共同で提供する長期固定金利の住宅ローン）の金利優遇

措置を受けられます。 

詳しくは、住宅金融支援機構の HP をご確認ください。 

https://www.flat35.com/topics/topics_20220218.html 

 

Ｑ９．「予備認定マンション閲覧サイト」とは何ですか。 

予備認定を受けたマンションの名称、住所及び予備認定日を当センター

が一般に公開する運営サイトです。 

 

Ｑ１０．認定に期限はありますか。 

       期限はありませんが、申請できるのは建築確認済証取得後から管理規約

の効力が発生するまでとなります。管理組合発足後の認定申請はできませ

ん。なお、一定年数経過後、上記閲覧サイトから削除致します。 

 

Ｑ１１．認定取得にあたって費用は発生しますか。 

予備認定の利用には、以下の手数料が必要となります。（いずれも消費税 

込み。） 

■予備認定手数料：１申請当たり 20,000 円 

なお、１つの申請において、複数の長期修繕計画がある場合、２計画

目以降は、１計画当たり 10,000 円が加算されます。 

（例：長期修繕計画が 2 計画ある場合：20,000 円＋10,000 円 

＝合計 30,000 円） 

 

Ｑ１２．管理計画案を確認する書類（添付書類）とはどんなものですか。 

    原始規約案や長期修繕計画案等、建築確認済証の写しになります。 

https://www.flat35.com/topics/topics_20220218.html


 

Ｑ１３．申請内容に変更があった場合は、いつまでに何をすれば良いですか。 

    また、変更の届出を怠った場合、何かペナルティはありますか。 

     予備認定の取得後、管理規約が成立するまでの間に、原始規約案又は

長期修繕計画案を変更（マンション名称の変更等軽微なものを除く。）

しようとするときは、変更後の原始規約案及び長期修繕計画案を添えて

予備認定の再申請が必要となります※。 

なお、マンションの名称又は所在地の確定による軽微な変更について

は、再申請によらず、センターへ届け出を行うものとします。 

    ※ 予備認定を再申請した場合には、当初取得した予備認定は無効とな

ります。また、再申請を行う場合は、当初の予備認定通知書（原本）

をセンターに返却する必要があります。なお、届出を怠った場合、

認定を取り消す場合があるとともに、住宅金融支援機構の金利優遇

を受けられなくなる場合がありますので、ご注意ください。  

 

Ｑ１４．分譲時のパンフレット等に「予備認定取得マンション」の表示をして販

売しても良いですか。 

   以下の表示をお願いいたします。 

≪広告表示例≫ 

一般呼称 「管理計画案の予備認定取得済マンション｣ 

必ず表示してく

ださい 

「管理計画案の予備認定取得済マンション」 

当マンションは、公益財団法人マンション管理センター（国土交

通大臣指定マンション管理適正化推進センター）から管理計画の

案について予備認定を取得したマンションです。 

任意で表示でき

ます 

予備認定とは、「マンションの管理の適正化の推進を図るための

基本的な方針（令和３年国土交通省告示第 1286 号）」を踏まえ

て、公益財団法人マンション管理センター（国土交通大臣指定マ

ンション管理適正化推進センター）が、新築マンションを対象と

した管理計画の案を認定し、認定されたマンションの名称等を

「予備認定マンション閲覧サイト」で公開するものです。 

【ご注意】 

・上記広告は、予備認定通知書を取得した後に有効となります。 

・虚偽の申請等により予備認定が取り消された場合は、広告表示することはできませ

ん。 



 

Ｑ１５．サンプリング調査とは何ですか。 

予備認定を受けたマンションについては、適合確認の適正性を確保する

観点から、当該マンションの適合確認を行ったマンション管理士とは別の

マンション管理士によるサンプリング調査を事後的に実施します。 

なお、サンプリング調査の結果、不適切なものがあった場合で認定基

準を満たしていない場合には、予備認定を取り消します。 

 

Ｑ１６．令和７年度以降を目途に、推進計画が作成されている地域に限り予備認

定を申請できることとする予定、とされていますが、なぜ令和７年度以

降を目途に、申請可能地域を限定するのですか。 
マンション管理計画認定制度は既存マンションを対象としている一

方、新築分譲の段階から適正な管理を確保する観点から、新築マンシ

ョンを対象に予備的に認定する仕組みを設けているところ（予備認

定）。認定制度の対象区域は推進計画が作成されている区域としてお

り、予備認定においてもゆくゆくは区域を合わせていく予定であると

国交省から聞いています。そのような中、直近で把握できている推進

計画の作成予定の状況を踏まえ、令和７年度以降を目途に推進計画を

作成した地区に限ることを検討していると伺っています。 

 


